
苫小牧市障害者等移動支援事業実施要綱

（平成１８年１０月１日施行）

（目的）

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７

年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条の規定による地域生活支援事業のうち、同条

第１項第８号に規定する事業として、屋外での移動が困難な障害者（児）について、外出のた

めの支援を行うことにより、地域での自立生活及び社会参加を促すことを目的とする。

（対象者）

第２条 この事業の対象者は、次の各号のいずれかに該当する者で、屋外での移動に著しい制限

があるため、外出時に支援が必要であると福祉部長（以下「部長」という。）が認めた者とする。

（１）身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身体障害者

手帳の交付を受けている視覚障害者又は全身性障害者

（２）療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）第３に規定する実施主

体が発行する療育手帳の交付を受けている者又は療育手帳の交付を受けていない児童で早期

の療育が必要と部長が判断した者

（３）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条第２項

の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者

（対象とする外出）

第３条 移動支援事業の対象とする外出は、次の各号に掲げるものとし、原則として１日の範囲

内で用務を終えるものに限るものとする。

（１）社会生活における必要不可欠な外出

（２）余暇活動等、社会参加のための外出

（３）その他部長が特に認めたもの

２ 通勤、営業活動等の経済活動に係る外出、通学、通所等の通年かつ長期にわたる外出及び社

会通念上この事業を適用することが適当でない外出については、移動支援事業の対象としない。

（支給申請）

第４条 移動支援事業を利用しようとする者又はその保護者は、地域生活支援事業支給申請書（第

１号様式）を部長に提出するものとする。

（支給決定）

第５条 部長は、前条の規定による申請があったときは、申請書の内容を審査した上で、支給の

可否を決定し、地域生活支援事業支給決定（却下）通知書（第２号様式）により申請者に通知

するものとする。

２ 部長は、前項の規定により支給決定を行ったときは、当該支給決定障害者等に対して、地域

生活支援事業受給者証（第３号様式）を交付するものとする。

（支給決定の変更）

第６条 支給決定障害者等は、現に受けている支給決定に係るサービスの支給量その他の事項を

変更する必要があるときは、部長に対し、当該支給決定の変更の申請をすることができる。

２ 部長は、前項の申請又は職権により、支給決定障害者等につき、必要があると認めるときは、

支給決定の変更をすることができる。



（支給決定の取消し）

第７条 部長は、次に掲げる事項に該当する場合には、支給決定を取り消すことができる。

（１）支給決定障害者等が、移動支援事業を受ける必要がなくなったと認められるとき。

（２）支給決定障害者等が、他の市町村の区域内に居住地を有するに至ったとき。

（３）支給決定障害者等が、不正又は虚偽の申請により支給決定を受けたとき。

（事業者の登録）

第８条 移動支援事業を行おうとする者は、法の規定に基づく居宅介護の指定事業者であること

を要件とし、あらかじめ部長に対して事業者登録を行うものとする。

（利用契約）

第９条 支給決定障害者等は、部長が登録を認めた事業者（以下「登録事業者」という。）と支給

決定の範囲内で利用契約を行い、移動支援事業を利用するものとする。

（移動支援給付費）

第１０条 部長は、支給決定障害者等が登録事業者による移動支援事業を利用したときは、事業

に要した費用について移動支援給付費を支給する。

２ 移動支援給付費の額は、１月につき、第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を控除して得

た額とする。

（１）同一の月に利用した移動支援事業に通常要する費用につき、別表に定める基準により算定

した費用の額に、厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成１８年厚生労働省告示第５３９

号）に規定される、当該登録事業者の級地区分のうち居宅介護に定められている割合を乗じ

た額

（２）法第２９条第３項第２号に掲げる額

３ 部長は、支給決定障害者等が移動支援事業を利用したときは、当該利用者が当該事業者に支

払うべき当該移動支援事業に要した費用について、移動支援給付費として当該利用者に支給す

べき額の限度において、当該利用者に代わり当該事業者に支払うことができる。

４ 前項の規定による支払いがあったときは、利用者に対して、移動支援給付費の支給があった

ものとみなす。

（委任）

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は部長が別に定める。

   附 則

１ この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。

２ この要綱の施行の日から平成２４年３月３１日までの間において、支給決定障害者等のうち、

市民税非課税世帯に属する者に係る移動支援給付費の額は、第１０条第２項の規定にかかわら

ず、基準額の１００分の１００に相当する額とする。

   附 則

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

   附 則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

   附 則

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。



   附 則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

別表（第１０条関係）

（１）基本単価（日中時間帯）

利用時間 身体介護を伴う 身体介護を伴わない

３０分未満 ２，３００円 ８００円

３０分以上１時間未満 ４，０００円 １，５００円

１時間以上１時間３０分未満 ５，８００円 ２，２５０円

１時間３０分以上２時間未満 ６，５５０円

以降３０分ごとに

７００円を加算

２時間以上２時間３０分未満 ７，３００円

２時間３０分以上３時間未満 ８，０５０円

３時間以上
以降３０分ごとに

７００円を加算

（２）日中時間帯以外の加算の算定

区分 時 間 帯 加  算

早朝 午前６時から午前８時まで 基本単価の１００分の２５に相当する額

夜間 午後６時から午後１０時まで 基本単価の１００分の２５に相当する額

深夜 午後１０時から午前６時まで 基本単価の１００分の５０に相当する額



第１号様式（第４条関係）

地域生活支援事業支給申請書

苫小牧市福祉部長  様

次のとおり申請します。

申請年月日 平成  年  月  日

申

請

者

フリガナ

生年月日
明治

昭和

大正

平成     年     月     日(   歳)
氏  名

             

居 住 地
〒                

電話番号

フリガナ
生年月日 昭和 平成      年     月     日(   歳)

支給申請に係る

障 害 児 氏 名 続  柄

身体障害者

手帳番号

療育手帳

番  号

精神障害者保健

福 祉 手 帳 番

号

サ
ー
ビ
ス
利
用
の
状
況

障 害 福 祉

関係サービス

障 害 支 援
区分の認定

有・無 区分 １ ２ ３ ４ ５ ６
有効
期間

利用中のサービスの種類と内容等

介 護 保 険

サ ー ビ ス

要介護認定 有・無 要介護度 要支援（ ）・要介護 １ ２ ３ ４ ５

利用中のサービスの種類と内容等

す

る

サ

ー

サービスの種類 内容

□地域活動支援センター事業

□移 動 支 援 事 業
□身体介護あり

□身体介護なし

□日 中 一 時 支 援 事 業

世  

帯  

区  

分

□生活保護世帯

□市民税非課税世帯

□市民税課税世帯

世
帯
範
囲
の
特
例

□下記のいずれにもあてはまるため、住民票の世帯ではなく、申請者の

み又は申請者及び配偶者のみの世帯とすることを申請します。

１．税制上、障害者が同一の世帯に属する者の扶養控除の対象となって

いない。

２．医療保険制度において、同一の世帯に属する者の被扶養者となって

いない。

申請書提出者 □申請者本人  □申請者本人以外（下の欄に記入）

氏    名                   申請者との関係



住    所

〒                  

電話番号

第２号様式（第５条関係）

苫 障 第     号

    年  月  日

            様

苫 小 牧 市 福 祉 部 長    

地域生活支援事業支給決定（却下）通知書

申請のありました地域生活支援事業の支給について、下記のとおり決定し、受給者証を交付し

ますので通知します。

１ 決定

受 給 者 番 号
支 給 決 定 者

（ 保 護 者 ） 氏 名

支 給 決 定 年 月 日
支 給 決 定 に 係 る

障 害 児 氏 名

支

給

決

定

内

容

サ ー ビ ス 種 類

支 給 量 等

支 給 決 定 期 間

利 用 者 負 担

サ ー ビ ス 種 類

支 給 量 等

支 給 決 定 期 間

利 用 者 負 担

サ ー ビ ス 種 類

支 給 量 等

支 給 決 定 期 間

利 用 者 負 担

食事提供体制加算

利 用 者 負 担

上 限 月 額

適 用 期 間

２ 却下

却 下 理 由

不服申立て及び取消訴訟

１ この決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０日以内に苫小牧市

長に対し審査請求をすることができます。なお、審査請求をした場合には、苫小牧市長に申し立てれば、口頭

により意見を述べることができます。

２ また、処分の取り消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決書を受け取った日の翌日から起算して６か月

以内に苫小牧市を被告として（訴訟において苫小牧市を代表するものは苫小牧市長となります。）、提起するこ

とができます。なお、処分の取り消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後（次の(1)から(3)までの

いずれかに該当するときを除く。）でなければ提起することができないこととされています。

(1) 審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がないとき。

(2) 処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

問い合わせ先



  苫小牧市福祉部障がい福祉課

  〒053-8722 苫小牧市旭町４丁目５番６号

  電話（直通） 0144-32-6356
  ＦＡＸ    0144-36-3121
第３号様式（第５条関係）



番号

                   日／月

                   日／月 事業所確認印

平成     年     月     日

地域活動支援センター事業

契 約終 了日

2

事 業 所

契 約終 了日

契 約 日

3

（二）

支 給 量 等

支給決定期間

食事提供体制加算

（一）

及び印

〒053-8722支給市町村名

サービス種類

支給量変更の記載欄

支 給 量 等

サービス種類

利用 者負担

支給決定期間

ＦＡＸ  0144-36-3121

苫小牧市旭町４丁目５番６号

障 害 種 別

交付年月日

電  話  0144-32-6356

苫小牧市

支
給
決
定
障
害
者
等

障
害
児

居 住 地

氏 名

氏 名

フリガナ

生年月日

フリガナ

生年月日

支 給 量 等

地域生活支援事業受給者証 支給決定内容

サービス種類受給者番号

市認印

利用 者負担

サービス種類

利用 者負担

（予備欄）

支給決定期間

適 用 期 間

1

事 業 所

利用 者負担
上 限 月 額

（三） （四）

契 約支 給量

平成     年     月     日

事 業 所

契 約支 給量

契 約 日

平成     年     月     日

契 約支 給量

平成     年     月     日

平成     年     月     日

平成     年     月     日

事業所確認印

                   日／月 事業所確認印

契 約 日

契 約終 了日

変更後の支給量

変更年月日

変更年月日

変更年月日

変更年月日



番号

            時間

                時間／月

平成     年     月     日

事業所確認印

事業所確認印

                時間／月

平成     年     月     日

平成     年     月     日

11 平 成 年 月 日

平 成 年 月 日

8 平 成 年 月 日

7 平 成 年 月 日

5 平 成 年 月 日

4 平 成 年 月 日

3 平 成 年 月 日

1

2 平 成 年 月 日

事業所 実施日

平 成 年 月 日

契 約 終 了 日

契 約 支 給 量

契 約 日

終了月の既提供量

サービス内容

平成     年     月     日

平成     年     月     日

                時間／月

契 約 支 給 量

契 約 日

サービス内容

            時間

日中一時支援事業移動支援事業

サービス内容

番
号

日
数

月
累
計

事業所
確認印

9

6 平 成 年 月 日

1

2

事 業 所

事 業 所

契 約 終 了 日

終了月の既提供量

10

契 約 終 了 日

契 約 日

契 約 支 給 量

事業所確認印

平成     年     月     日

            時間

５  支給量の変更を必要とする場合は、支給量の変更の申請

をすることができます。また、他の種類の障害福祉サービス

注意事項欄

１  この証は、各面をよく読んで大切に持っていてください。

２  地域生活支援事業のサービスを受けようとするときは、

必ずこの証を事業所等に提示してください。

３  負担上限月額については、毎年利用者の収入等に応じて

決定しますので、所定の時期にこの証と認定に必要な関係書

類を市に提出してください。

４  支給決定期間を経過したときは地域生活支援事業のサー

に市にご連絡、ご相談ください。

８  この証を破損したり、汚したり又は紛失したときは、速

やかに届け出て、再交付を受けてください。

  また、再交付を受けた後、紛失したこの証を発見したとき

は、速やかに市に返してください。

９  受給者証の資格がなくなったときは、直ちにこの証を市

を受ける必要がある場合は、市に支給申請をしてください。

６  この証の記載事項に変更があったときは、この証を添え

て市にその旨を届け出てください。

７  支給決定期間内に、居住地を移そうとする場合は、事前

ビスを受けられませんので、支給決定期間を経過する前に、

この証を添えて市に支給の再申請をしてください。

（六）

平 成 年 月 日

（八）

に返してください。

（予備欄）

（七）

（五）

3

事 業 所

終了月の既提供量


